




Tax Rate Setting for Local Consumption Taxation and Limitation 




This paper proves that a taxation system imposing limitations on levels of tax rates that can be set by 
local public bodies is effective as means for internalizing horizontal tax externalities that is caused by 
tax competition between local governments.  It also proves that the taxation system placing the 
limitations on the tax rates that can be set is effective as means for coping with vertical tax externalities 
that is caused on condition that a national government and local governments share a tax base.  It is 
evident from these results that setting of standard tax rates and tax rate limits for tax items for which 
local public bodies are authorized to determine tax rates in the local tax system in our country can be 



















































ついて考察している。de Crombrugghe and Tulkens（1990）およびHauﬂer（1998）は彼らの分析結













































　Ui（Xai , Xbi , gi , G）




　原産地課税が適用されるから、各地域の代表的家計は予算制約式Pa Xai+Pb Xbi = Wi,（i=a,b）の
もとで（1）式で示される効用関数を最大にするXaiおよびXbiの水準を選択する。ただし、Paお
よびPbはそれぞれxa財およびxb財の税込価格であり、Pa = 1+ ta + TおよびPb = 1 + tb + Tである。
　そうすると、Xai（Pai , Pbi , Wi）,Xbi（Pai , Pbi ,Wi）, （i=a,b）をそれぞれxa財およびxb財に対する需
要関数とすれば、各地域の代表的家計の2消費財に関わる間接効用関数が次式のように定義
できる。
　Vi（Pa , Pb , Wi） 



















　Ω i（ta ,tb ,Wi ,Si ,G;μ）
　　　=μVi（1+ta ,1+tb ,Wi ）+hi（ti Xi + Si）,（i=a,b, μ=0,1）　　　（3）
と表わすことにする。ここで、Xi = Xia + Xib（i=a,b）である。そうすると、μ= 0で地方政府が
リヴァイアサン型であれば目的関数Ω i（ta ,tb ,Wi ,Si ,G;0）を最大にする税率を設定し、また、μ




　∂Ω i /∂ ti
　　　=－μα i Xii +hi （´Xi + ti（∂Xi /∂Pi））=0, （i=a,b）　　　　（4）
　ここで、α i =∂Vi /∂Wi , （i=a,b）は所得の限界効用であり、ロワの恒等式∂Vi /∂Pi =－α i 
Xiiを利用している。また、ナッシュ均衡において、他地域の地方政府の設定する税率水準 tj
が自地域の目的関数に及ぼす効果は（4）式を考慮すると、




∑i =a, bΩ i（ti ,ti , Wi , Si , G;μ）を最大にする税率 taおよび tbの水準である。そのための一階の条件
およびロワの恒等式を利用すると、




Ω b /∂ ta = 0とならなければならない。リヴァイアサン型地方政府の場合には、（5）式から分
かるように、各地域の家計のxb財に対する需要量はxa財の税込み価格の変化によって変化し
ない∂Xb /∂Pa =0という特定の場合を除けば、∂Ω b /∂ ta ≠0である。また、慈悲深い政府の











Pk >0,（i,j,k=a,b, k≠ j）が成り立つとする。このとき、地方政府がリヴァイアサン型政府であれ









































　国は両地域の代表的家計の効用の和∑i , jΩ i（ti ,tj , Wi , Si , G;μ）, （i,j=a,b, j≠ i）を最大にする一
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　∑i , j（∂Ω i /∂ tj）=0, （i,j=a,b, j≠ i）　　　　　（7）
　さて、（7）式から（∂Ω a /∂ ta）+（∂Ω b /∂ ta）≠0だから、（∂Ω a /∂ ta）+（∂Ω b /∂ ta）> 0と
する。このとき、tb =tを維持しつつ taを tから微小に増加させるような税率の変更を想定する。
このとき、（∂Ω a /∂ ta）>0または（∂Ω b /∂ ta）t > 0どちらか一方が成り立つから、効用水準が
増加する地域から他地域に財源移転を適切に行えば、このような税率の変更によりパレート





























的家計の効用の和を最大にするように国が設定しており、ha =´ hb´が成り立つ。そこで、ta* 
> tb*と仮定する。まず、（5）式が正となるケースを想定する。このとき、Δ tbは正の微小な変
化量として、tmin = tb*+Δ tb、tmax > ta*となる任意の水準に設定する。さらに、γを非負の定数
として、国から地域aおよび地域bへの財源移転の水準をSa = Sa*-γΔ tb、Sb = Sb*+γΔ tbに変
更する。このとき、（4）式を考慮すると、地域bの地方政府は tminを選択し、地域aの地方政府
はこれに対して税率をφ a´Δ tbだけ変化させる。ここで、φ a´は地域aの地方政府の反応関
数 ta =φ a（tb）の微係数である。そうすると、
　ΔΩ a =（∂Ω a /∂ tb）Δ tb － ha´γΔ tb （8.1）
　ΔΩ b =（∂Ω b /∂ ta） φ a´Δ tb + hb´γΔ tb （8.2）
と表わせる。φ a´> 0の場合には、γ= 0として、（8.1）式および（8.2）式は正となる。φ a´<0
の場合には、－（∂Ω b /∂ ta） φ a´<（∂Ω a /∂ tb）が成立するとき、－（∂Ω b /∂ ta）φ a´< ha´
γ<（∂Ω a /∂ tb）となるγを設定できるから、（8.1）式および（8.2）式は正となる。－（∂Ω b /
∂ ta）φ a´>（∂Ω a /∂ tb）が成り立つときには、Δ tbを負の微小な変化量とすれば同様の議論
が適用できる。
　次いで、（5）式が負となるケースを想定する。このとき、Δ taを正の微小な変化量として
tmax = ta*－Δ ta、tmin < tb*となる任意の水準に設定すれば、（5）式が正となるケースと同様の議







　t**において（∂Ω a /∂ ta）×（∂Ω b /∂ tb）< 0と仮定する。また、（7）式が成立しているから、
一般性を失うことなく t**において（∂Ω a /∂ ta） + （∂Ω b /∂ ta）> 0と仮定できる。
　（∂Ω a /∂ ta）> 0のとき、Δ taを正の微小な変化量として tmax=t**+Δ ta、tmin=t**に設定する。
このとき、地域aの地方政府は tmaxを選択し、（∂Ω b /∂ tb）< 0だからb地域の地方政府は tmin
を選択する。さらに、国からa地域およびb地域への財源移転の水準をSa=Sa**－γΔ ta、Sb = 
Sb**+γΔ taに変更する。ここで、γは正の定数であり、－（∂Ω b /∂ ta）< ha´γ<（∂Ω a /∂
ta）となる水準に選択する。そうすると、ΔΩa=（∂Ωa /∂ta）Δta－ha´γΔta> 0およびΔΩb=（∂
Ω b /∂ ta）Δ ta + hb´γΔ ta > 0となる。
　一方、（∂Ω a /∂ ta） < 0のときには、Δ taを正の微小な変化量として tmin = t**－Δ ta、tmax=t**
に設定して、（∂Ω a /∂ ta）> 0のケースと同様な議論を適用することによりΔΩ a > 0およびΔ








設定される税率が上限または下限の税率の水準で端点解となって（∂Ω i /∂ ti）> 0または（∂






する。いま、（∂Ω b /∂ ta）< 0が成り立つとき、上限の税率が有効な制約条件となる。なぜなら、
そうでないとすると、tmax > taで∂Ω a /∂ ta = 0となり、下限の税率が有効な制約条件となって
（∂Ω b /∂ tb）< 0が成立するから、上限の税率を微小量引き下げることによりパレート改善が















































　Ω a（ta , T, Wa , Sa ,;μ）










　∂Ω a /∂T =－μα a Xa + ha （´ta（∂Xa /∂Pa））　　　　（10）
　∂Ω a /∂ ta =－μα a Xa + Ha （´T（∂Xa /∂Pa））　　　　（11）
と表わせる。
　需要の法則が成立すると想定すれば、∂Xa /∂Pa < 0であるから、（10）式および（11）式は負














水準をSa = Sa*-γΔ tb、Sb = Sb*+γΔ tbに変更する。ただし、γは正の定数である。このとき、
国は tmaxを選択して、地方政府はこれに対して税率を－φ a´ΔTだけ変化させる。ここで、
φa´はa地域の地方政府の反応関数ta =φa（T）の微係数である。そうすると、－（dΩa /dT）>（<）（d
Ω a /dta） φ a´のとき、ΔTを正（負）として、－（dΩ a /dT）> ha´γ>（<ha´γ<）（dΩ a /dta） φ




























































































8）  一階の条件から、－μαa Xa+ha （´Xa+ta（∂Xa/∂Pa））=0および－μαa Xa+Ha （´Xa+T（∂
Xa/∂Pa）） =0が成立する。










14）  知原（2002）, p.3。
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